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資料１

普及職員資格試験制度等検討会とりまとめ報告書（案）

はじめに

協同農業普及事業については 「普及事業の在り方に関する検討会」報告（平成１５年、

３月）及び「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３ （平成１５年６月２７」

日閣議決定）を踏まえ、事業の重点化、効率化と普及職員の資質向上等に取り組むことが

必要となっており、今通常国会に農業改良助長法の一部を改正する法律案の提出を行うな

ど制度改革が進められているところである。

この普及事業の制度改革においては、現行制度における専門技術員、改良普及員の２種

類の普及職員を一元化し、高度な技術指導等を行う新たな普及職員として、普及指導員を

設置することとしており、平成１７年度から新たに普及指導員の資格試験を行うこととな

っている。このため、普及指導員の資格試験及び研修の実施に向けた具体的方策を検討す

ることが必要となっている。

「普及職員資格試験制度等検討会」は普及指導員の資格試験制度、任用資格、研修制度

の在り方等資格・養成に関する事項について総合的な検討を行うことを目的に、農林水産

省経営局長の依頼を受け発足したものである。

当検討会では、平成１５年１１月４日の第１回会合以来、これまで４回にわたり、議論

・検討を重ねてきた。当検討会がこれまで行ってきた検討結果をとりまとめたものが本報

告書である。

Ⅰ 資格制度

１ 資格試験制度のあり方

普及事業については、近年、技術革新のスピードが増し、現場のニーズが高度化して

いる中で、担い手等が求める高度な技術指導が不十分であるとの指摘がなされている。

農業者のニーズに対応し、高度で多様な技術・知識をこれまで以上に的確かつ迅速に

農業現場へ普及できるようにするため、専門技術員、改良普及員の２種類の普及職員が

段階的な指導を行うという現行制度を見直し、調査研究と普及指導を一元的に実施する

「普及指導員」を新たな普及職員として設置する方向となっている。

普及指導員は、直接農業者と接し、公的な試験研究機関と農業者の橋渡しを行うとい

う基本的な役割を果たしつつ、普及事業の改革方向に沿って求められる高度・先進的な

専門化した技術を指導する機能及び地域農業をコーディネートする機能を発揮する者で

ある必要がある。そのためには高度な専門技術に関する知識を有するとともに、現場に

おける課題解決能力を備えていることが求められる。

さらに 「普及事業の在り方に関する検討会」報告においては、今後の普及職員につ、

いて 「現場に密着した課題解決型の能力を備えた技術者」である必要があり 「経験の、 、

有無がその能力を左右する」ことから「大学院修士課程修了者であっても、さらに一定

の農業実務経験を持ち、農業現場の技術課題の解決に意欲と能力を有すること又はそれ

と同等以上の能力を有していると認められることを要件」とする必要があるとされたと

ころである。

ここでは、以上の基本的考え方に沿って、資格試験の具体的在り方について整理を行

った。
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（１）試験の目的

普及指導員資格試験（以下 「資格試験」という ）は、資格試験合格者が、任用の、 。

段階で普及指導員として必要な資質を有する者であることを担保するために実施する

ことを目的とする。

（２）受験資格

普及指導員として有すべき農業等に関する高度な技術に関する知識、農業現場にお

ける課題解決能力及び実践的な指導力は、実務経験の有無に左右されるため、資格試

験の受験に当たっては、一定の学歴及び農業等に関する実務経験を課す必要がある。

このため、資格試験の受験資格者は、次のアの（ア）から（オ）のいずれかに該当

する者とする。なお、いずれの学歴においても履修分野は問わない。

、 「 」 、 、 、なお 受験資格における 農業等に関する実務 は試験研究 教育 普及指導とし

具体的にはイのとおりとする。

、「 」 、「 、 」 、 「 」また 農業等 の範囲は 食料 農業又は農村 であり 現行の 農業又は家政

と同じ範囲とする。

ア 学歴及び実務経験年数の要件

（ア）大学院修士課程以上を修了した者であって、かつ、農業等に関する実務に従事

した期間が２年以上に達する者。

（イ）大学等を卒業した者であって、かつ、農業等に関する実務に従事した期間が４

年以上に達する者。

都道府県立農業講習施設（新農講 、鯉渕学園卒業者は大学等を卒業した者と）

みなす。

（ウ）短期大学等を卒業した者又は特定の高度な研修課程を修了した者であって、か

つ、農業等に関する実務に従事した期間が６年以上に達する者。

都道府県立農業講習施設（旧農講 、蚕業講習所、県農大の養成部門、鯉渕学）

園（平成８年度以前卒 、自由学園最高学部２年課程の卒業者は、現行と同様に）

短期大学等を卒業した者とみなす。

特定の高度な研修課程とは、現行制度において農林水産大臣が指定する研修課

程（独立行政法人農業技術研究機構農業技術研修規定による研修課程、旧果樹試

験場及び野菜・茶業試験場農業技術研修規定（昭和３６年１２月１日農林省告示

第１３６０号）による研修課程、旧農業技術研究所及び農業試験場農業技術研修

規定（昭和３４年５月２１日農林省告示第４１６号）による研修課程）と同等の

課程とする。

なお、継続教育機関（都道府県立農業大学校研究課程）における修業年限に係

る期間については、農業等に関する実務経験年数に算入する。

（エ）高校を卒業した者であって、かつ農業等に関する実務に従事した期間が１０年

以上に達する者。

（オ）改良普及員資格試験の合格者であって、かつ、国又は地方公共団体（独立行政

法人を含む ）において、農業等に関する実務に従事した期間が２年以上に達す。

る者。
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イ 実務経験の要件

（ア）国、地方公共団体その他法人格を有する団体等の農業等に関する試験研究機関

又は高等学校等の教育機関における農業等に関する試験研究又は教育

（イ）国、地方公共団体その他法人格を有する団体等における農業等に関する技術に

ついての普及指導

実務経験を課す必要性を踏まえると、一般の行政事務を実務とみなすことは不適

当と考えられる。同様に、試験研究機関にあっても、企画・交流部門における事務

等を農業に関する実務とみなすことは不適当と考えられる。

一方、病害虫防除所や家畜保健衛生所等における技術指導等は、農業等に関する

技術についての普及指導に該当すると考えられる。

このような場合については、個別に判断することが必要である。

（３）審査

資格試験においては、技術に関する普及指導能力、農業現場の課題解決に関する能

力及び意欲が、普及指導員として必要な水準に達しているかどうかを、次の審査項目

について （別紙１）の審査水準により審査する。、

ア 基礎的技術に関する知識

（ア）食料・農業・農村、農政、普及事業に関する一般的な知識

（イ）農業者一般に広く周知され、日常的に行われている農業技術・経営に関する

知識

（ウ）情報技術に関する知識

イ 専門的技術に関する知識

（ア）特定の分野の高度・専門的な技術に関する知識

ウ 農業現場の課題解決能力

（ア）農業現場の現状及び問題点の分析、課題の抽出、課題解決のための手法等課

題解決に関する能力

（イ）普及指導活動の方法に関する知識

エ 意欲と適性

（ア）農業者等に対する基礎的な指導能力

（イ）農業現場の課題解決に関する意欲

２ 資格試験の実施について

試験の実施に関する基本的な考え方は以下のとおり。

（１）試験方法

試験は、筆記試験、口述試験、書類審査により行う。

ア 筆記試験

（ア）審査項目、出題区分等

審査項目及び出題区分等は、以下の方式を基本とする。
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審査項目 出題区分 解答方式

基礎的技術に関する知識 共通 択一式

専門的技術に関する知識 選択 記述式

農業現場の課題解決能力 共通 小論文形式

（イ 「専門的技術に関する知識」の出題方法）

専門的技術に関する知識については、農業等に関する分野ごとに、用語解説や

新技術の内容説明等記述式の問題を数問出題する。

受験者は、得意とする分野を選択して解答する。

（分野（例 ））

作物、園芸、畜産、土壌及び肥料、病害虫、労働及び機械

地域計画及び環境、流通及び加工、経営

なお、現行の専門技術員試験の専門項目のうち 「普及指導活動 「農業を担、 」、

うべき者の育成」は、普及指導員全員が備えるべき知識・技術・活動手法である

ことから、基礎的な知識、考え方を中心に、共通区分の試験において審査する。

また 「男女共同参画」については、共通区分の試験の出題・審査に当たって、、

その視点を盛り込み、評価に反映させるよう配慮する。

イ 口述試験

口述試験においては、面接等の方法により、意欲と適性及び農業現場の課題解決

能力を中心に審査を行う。

ウ 書類審査

書類審査は、業績報告書その他の書類により行う。

提出書類（経験した農業等に関する実務の内容及び実績、所属長の評価等）によ

り、基礎的技術に関する知識、専門的技術に関する知識、農業現場の課題解決能力

を審査する。

（２）出題・審査

出題・審査は、学識経験がある者、普及指導活動経験のある者等のうちから審査委

員を委嘱して行うこととする。

（３）改良普及員資格試験合格者の扱い

現行の改良普及員資格試験に合格している者が、資格試験を受験する場合は、これ

らの者は基礎的技術や専門的技術に関する知識等は既に習得していることを考慮した

試験方法とする。

（４）今後の取扱い

具体的な試験方法、試験内容、配点割合、合否基準等試験の詳細については、以上
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の考え方を踏まえて （別紙１）の審査が可能となるよう、別途専門的な検討を行う、

必要がある。

３ 無試験による任用資格

無試験任用は、資格試験の合格者ではないものの、極めて高度な能力・資質を有する

者を任用できるとの特例的な措置であることを基本として、その具体的な要件を設定す

る必要がある。

このため、現行の専門技術員の無試験任用に当たって要件とされている学歴及び実務

経験を有する者や、これと同等以上の資質を有する者を基本とする。

、 、 、 、なお 無試験任用を行う場合 その者が 農業等に関する高度な技術は有しているが

普及指導活動の経験がない等の場合が考えられるので、そのような場合には研修により

普及指導活動の方法等に関する知識を付与するなどの配慮が必要である。

４ その他

普及組織内部から直ちには得難い人材が必要な場合に、大学の教授、独立行政法人試

験研究機関の研究者等を地方公共団体が任期付き職員として採用し、普及事業で積極的

に活用することも重要である。

Ⅱ 研修について

１ 研修の基本的な考え方

普及指導員については、受験資格に一定の実務経験を課すとともに資格試験に合格す

ることにより、任用段階で農業者のニーズに対応できる一定水準の技術指導力は確保さ

れることとなるが、技術の応用能力、普及指導能力、地域農業全体を視野に入れたコー

、 。ディネートに関する能力等は 任用後の経験の蓄積等により向上が図られるものである

また、農業技術は日々に進歩していくものであるから、技術に関する知識、情報は常

に刷新していかなければならない。

今後、農業者の高度で多様なニーズに対応できる普及事業を展開するため、普及事業

、 、の担い手たる普及指導員の資質向上を図ることが重要であり 資格制度の高度化と併せ

国、県における普及指導員研修の充実強化が重要である。

普及指導員の研修は、普及指導員に求められるスペシャリスト機能、コーディネート

機能の発揮を目的とした研修に主眼を置いて実施する必要がある。その際、先進的農業

者に対応するための技術水準、農業者等に対する実践的な指導能力、農業現場における

課題解決能力、現行の専門技術員が実施してきた調査研究能力等、現行の改良普及員に

不足すると指摘されている能力資質の強化、高度化に特に力を入れる必要がある。

普及指導員は課題解決能力を有している者であるから、各自の能力資質の状況や、解

決すべき課題等に応じて、自ら必要な能力を強化できる研修体系とすべきである。

また、効果的な研修実施のため、試験研究機関、大学等との連携強化、民間企業の活

用等を視野に入れた上で、研修方法を工夫することが重要である。
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２ 普及指導員に必要となる研修

（１）研修メニュー

普及指導員に必要な研修は、以下のように整理できる。

区 分 内 容

新任者研修 ・職務遂行に関する研修

機能強化 スペシャリスト ・農業技術・経営に関する研修

研修 機能 ・専門分野の技術の高度化に関する研修

・普及指導方法に関する研修

・専門事項の調査研究に関する研修

地域農業に関す ・農政事情に関する研修

るコーディネー ・地域課題の解決方法に関する研修

ト機能

スーパーバイザー研修 ・技術に関する先導的普及指導員を育成する研修

・普及指導員の研修及び指導に関する研修

・普及組織全体に係る企画調整に関する研修

・組織運営・管理に関する研修

新任者研修は、普及指導員としての職務遂行能力を向上させるために、新規任用の機

会を捉えて実施する。

機能強化研修は、それぞれの普及指導員が、各自の能力資質の状況に応じて、スペシ

ャリスト、コーディネーターとしての必要な知識や能力を習得・向上することができる

ような研修メニューを用意することが必要である。

自己研鑽に加え、これらの研修を活用することにより、任用後５年以内には、技術指

導能力、課題解決能力を十分に備えた中堅普及指導員として育成されていることが望ま

しい。

なお、これからの普及活動においては、生産面だけでなく、流通、消費にわたる幅広

い視野を持つことが一層重要となる。さらには国際的な視野も必要である。研修を行う

際には、このような幅広い視点から普及活動を捉える能力を持った普及指導員の育成を

念頭に置く必要がある。

スーパーバイザー研修は、普及指導員のうちから普及組織運営の中核としての役割を

担う者を育成する必要がある場合に、これらの者を対象として実施する。

その際、海外研修や先進地研修等によって専門分野における一層高度な知識や技能を

習得し、他の普及指導員に普及する役割を担う先導的普及指導員を育成する仕組みを検

討することが必要である。

また、普及指導活動、担い手育成、農村振興、男女共同参画等のスペシャリストを育

成する研修等も考えられる。

各研修ごとの研修事項及び研修内容の例を（別紙２）に示す。今後、具体的な研修課

程の検討が必要である。
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（２）研修方法

講義等を中心とした集合研修や自己学習はもとより、通信教育、実際に普及事業に携

わりながら先輩普及指導員等（トレーナー）に個別指導を受けて行うＯＪＴ、国内外の

教育機関、試験研究機関、普及事業関係機関、企業、農家、先進地等への派遣・留学、

専門家による個別指導、課題解決のための調査研究活動等も、普及指導員に必要な能力

を向上させるための研修方法として重視すべきであり、これらの研修方法を十分に活用

する必要がある。

特に、ＯＪＴ等現場段階の研修は、実践的な職務能力の向上を図る上で中心的位置付

けとなりうるので、普及事業改革に対応した各県の組織体制に即して、効果的に実施す

ることが重要である。

普及指導員自らが行う課題解決のための調査研究活動や、普及指導員の間における自

発的な研究会活動等も、研修の一環として位置づけて積極的に推進する必要がある。

また、県の実情に即して、人事交流等により普及指導員の能力向上を図ることも効果

的と考えられる。

（３）研修実施上の留意点

集合研修を行う場合には、講義等による座学のみならず、討議、演習、実習等の手法

を取り入れるなど、より実践的な能力の向上が図られるよう留意する。

講師は、普及組織内部の人材だけでなく、大学、試験研究機関、民間の有識者（農業

者、企業含む）等を積極的に活用するなど、研修内容の質的充実に努めることが必要で

ある。

研修期間は、当該研修の目標を達成するために必要最小限の日数を確保することが重

要である。

３ 国と都道府県との役割分担

、 、 、一貫性のある考え方の下に 効果的・効率的 体系的に普及指導員研修を行えるよう

国及び都道府県の役割分担を明確にする必要がある。

（１）国段階

普及指導員の資質を全国的に高位平準化させるための研修など、国で統一的に行うこ

とが効果的な研修や、国段階で開発された先進技術等に関する研修を企画・実施する。

具体的には、農政及び普及事業の方向、全国的に普及すべき技術や解決すべき課題に

関する研修、独立行政法人試験研究機関で開発された高度先進的な技術に関する研修、

統一的な実施が効果的なスーパーバイザー研修等が考えられる。

研修対象者は、各都道府県の普及活動の中核となる普及指導員を中心とすることが望

ましい。

、 、国においては 国段階の研修を効果的・効率的に実施できる体制を検討するとともに

普及指導員の自発的な研鑽を助長できるよう、普及事業、農業教育等に関する資料文献

の収集・提供や研修拠点の整備、普及指導員が自己研修を行えるシステムの構築、都道

府県が行う普及指導員研修の支援等、研修環境の整備を行うことが必要である。

（２）都道府県段階

協同農業普及事業を進める上で、県域において取り組むべき技術や課題解決のための

研修を基本としつつ、具体的には、国段階で実施した研修の内容や情報の県内の普及指

導員への普及、都道府県の農業試験研究機関で開発された技術に関する研修、最新技術
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の地域への適合、ＯＪＴ、調査研究活動等現場段階の実践的な研修を企画・実施する。

４ 研修計画の作成

普及指導員研修の基本方向は国が定めて示し、都道府県においては、国の示す基本方

向を参考に、研修計画（概ね５年間における基本計画及び年度毎の実施計画）を作成す

ることが必要である。

研修計画の作成に当たっては、普及指導員の研修ニーズの把握と反映に努めることが

必要である。その際、個々の普及指導員の長所を伸ばしつつ、不足する能力資質を補え

るよう留意することが望ましい。

研修実施後は研修結果及び研修効果の把握・評価に努め、評価結果を次年度の研修計

画に反映させることが重要となる。

都道府県においては、普及指導員の中から研修計画の作成、普及活動手法の確立と活

用、研修実施、研修効果の評価等に関する担当者を位置付けるなど、効果的・効率的な

体制により普及指導員の研修を行うことが重要である。

５ 普及指導員を養成するための研修のあり方

普及指導員を継続的に確保するため、普及指導員資格は未取得であるが、都道府県職

員として普及指導、試験研究、教育等の業務に携わっている者について、計画的に普及

指導員として養成することが重要である。

都道府県においては、普及指導員の受験資格が取得できる配置や、必要に応じ、普及

指導員の養成を目的とした研修（例えば、普及事業及び普及指導員としての職務、農業

・農村・農業者の実情、農業技術・経営に関する知識、農業者等に対する基礎的指導方

法等に関する研修）を行うことが重要であり、国においては、資格試験の受験希望者に

対する情報提供や自己学習の支援を行うとともに、都道府県が行う養成研修への支援等

を行う必要がある。

なお、改良普及員の養成を目的として、都道府県に設置されている農業講習施設につ

いては、設置の必要性を含めて、今後の在り方を検討する必要がある。

おわりに

本報告書は、４回にわたる検討会の検討結果をとりまとめたものであり、今後、この

基本的な考え方を踏まえ、農林水産省において資格試験制度及び研修体系の具体化を進

められたい。

また、都道府県、普及職員、関係機関・団体においてもそれぞれ必要となる取組みを

進められることが重要である。



（別紙１） 資格試験における審査水準及び審査手段（案）

基礎的技術に関する知識 専門的技術に関する知識 農業現場の課題解決能力 意欲と適性

資格試験に ○食料・農業・農村、農政、 ○農業等に係る特定の専門分 ○農業現場の現状及び問題点 ○農業者等に対する基礎

おける審査 普及事業に関する一般的な 野の高度・専門的な技術に の分析、普及課題の抽出、 的な指導能力を有して

の水準 知識を有していること 関する知識を有しているこ 課題解決に向けた筋道を立 いること

○農業者一般に広く周知さ と てることができること ○農業現場の課題解決に

れ、日常的に行われている ○普及指導活動の基本的な技 関する意欲を有してい

農業技術・経営に関する知 術及び方法を有しているこ ること

識を有していること と

○情報技術に関する知識を有

していること

適切と考え ○筆記試験（択一式） ○筆記試験（記述式） ○筆記試験（小論文形式） ○口述試験

られる審査 ○書類審査 ○書類審査 ○口述試験

手段 ○書類審査

（参考） ○食料・農業・農村、農政を ○農業等に係る特定の専門分 ○農業現場の現状及び問題点 ○農業者等に対する指導

新たな普及 めぐる事情、普及事業の展 野の高度・専門的な技術に の分析、普及課題の抽出、 能力を十分に有してい

職員がめざ 開方向を理解している 関する知識に加え、専門分 課題解決に向けた計画策定 る、

すべき能力 ○農業者一般に広く周知さ 野の技術指導に関する経験 調査研究・実証等が自力で ○農業現場の課題解決に、

の水準 れ、日常的に行われている 周辺知識を幅広く有してい 的確に行える 関する意欲を有してい

農業技術・経営に関する知 ることにより、先進的農業 ○対象者や課題に応じた普及 る

識を有している 者等への的確な普及指導が 指導活動が的確に行える ○計画を実践する行動力

○情報技術に関する知識を有 行える ○地域農業を考える上での総 を有している

している 合的な視点を有している ○組織における自らの役

○課題解決のための関係機関 割・位置づけを理解し

等との的確な連携が行える た的確な行動が行える
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（別紙２）普及指導員に必要な研修事項

研修区分 研修事項及び研修内容の例

新任者研修 （１）職務遂行上必要となる知識
・普及活動の進め方（計画・実施・評価）
・農業・農村・農業者の実情の理解
・普及指導で使用する機器等の操作

機 スペシャリスト機能 （１）農業技術・経営に関する知識
能 ・農業技術、農業経営に関する専門知識、技能
強 ・農業技術・経営に関する指導に必要な知識の充実
化 （２）専門分野に関する知識
研 ・専門分野の高度・先進的技術に関する知識、技能
修 ・専門分野の技術に関する最新情報

（３）普及指導方法
・農業者等に対する基礎的指導方法
・農業者等に対する的確な指導方法
・多様な対象者への効果的な指導方法
・担い手育成に関する手法

（４）調査研究方法
・課題解決のための調査研究手法、現地適応実証手法
・専門分野の調査研究活動の高度化

地域農業に関するコ （１）農政事情
ーディネート機能 ・農業・農村の情勢、農政・普及事業の展開方向

・農政課題に即した普及活動の進め方
（２）地域課題の解決に必要な知識
・地域農業の課題解決のための調査、合意形成、地域計画等に関
する専門知識

・地域の関係機関との連携方法
・男女共同参画等に関する知識

ス 普及組織としての機 （１）先導的普及指導員育成のための研修
｜ 能発揮 ・専門分野の技術に関する高度・先進的な知識、技能
パ （海外研修、留学研修、先進地研修等を活用）
｜
バ （２）普及指導員の研修・指導のための研修
イ ・普及指導員の養成方法
ザ ・普及指導員の研修、資質向上方策
｜ ・効果的なＯＪＴの実施方法
研
修 （３）普及組織全体に係る企画調整のための研修

・農政の課題と普及事業の展開方向
・行政、試験研究、大学校等関係機関と普及組織との連絡調整を
円滑に行うための知識・技術、方法

（４）組織運営・管理のための研修
・普及組織のマネジメント（計画、遂行管理、評価その他）方法
・普及センター等活動拠点の長、課長・班長等としての組織運営
能力を向上させるための知識、方法


